


1

別紙                          氏 名 丸山幸子

質 問 事 項

№ １

登下校時の熱中症対策のために

要

旨

今年の夏も、連日、酷暑と言われる暑さが続きました。健康被害が生じる

おそれがあるとされる「熱中症警戒アラート」も発表され、近年の暑さは 38

度を超えることも珍しくなく、命に関わるほどになっています。そこで、こ

の暑さの中、登下校する児童生徒の熱中症対策について伺います。

（１） 児童生徒の登下校時の熱中症対策の現状について

（２） 通学路におけるクールシェアスポットの民間事業者への協力につい

て

市内に指定されているクールシェアスポットを下校時にも使用可能

にするためには、通学路にある民間事業者に御協力をいただくことも

必要であります。民間事業者の御協力によるクールシェアスポットの

拡大について伺います。

（３） クールネックリングなどの保冷剤の冷却のための冷凍庫の整備を

    児童生徒が登校時に使用しているクールネックリングなどの保冷剤

は、下校時には冷却効果がなくなってしまいます。下校時にも使用で

きるよう学校に冷凍庫の整備を提案いたします。実際、冷凍庫を整備

する学校が徐々に増え、瀬戸市、豊明市、蟹江町では導入され、検討

を始めた自治体も出てきています。児童生徒の命を守るため、本市で

も整備する必要があると思います。お考えを伺います。

※ 申し合わせ事項に留意する。



2

別紙                          氏 名 丸山幸子

質 問 事 項

№ ２

５歳児健診の実施に向けて

要

旨

本市では、１歳６か月児・３歳児健診を通じて子どもの発達や健康状態の

把握に努めておられますが、就学前の５歳児に対する健診は制度化されてい

ません。５歳は、発達障がいや社会性の課題が顕在化する重要な時期であ

り、早期発見・早期支援がその後の学習や生活に大きく影響します。子ども

たちの健やかな成長を支えるために、５歳児健診は「気づきの最後のチャン

ス」とも言われています。令和６年５月には、「こどもまんなか実行計画

2024」において、全国展開を目指す方針が示され、こども家庭庁が中心とな

り、５歳児健診の制度化を進め、国からの財政支援も拡充されております。

令和６年３月議会の我が会派の代表質問において、「発達・保育などの関係

機関と連携し、実施に向けて体制を整備していきたい」と御答弁いただいて

おります。その後の進捗状況など、以下の点について伺います。

（１） 本市における５歳児健診実施に向けての進捗状況について

（２） 具体的な実施内容について

（３） 健診後の支援体制の整備について

    ア 専門職や保育・学校施設との連携について

    イ フォローアップ計画と継続的支援について

    ウ 保護者への支援について

（４） 保護者への周知・啓発の取組について

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                          氏 名 丸山幸子

質 問 事 項

№ ３－１

防災・減災対策をより進めるために

要

旨

７月 30 日午前８時 25 分ごろ、カムチャツカ半島付近でマグニチュード

8.8 の地震が発生し、太平洋側を中心に、北海道から本州、九州まで広い範

囲に津波警報や注意報が発表されました。

私の所属する都市環境委員会では、視察先であった神奈川県茅ケ崎市にも

津波警報が発令され、急遽、視察が中止となりました。

災害は、いつどこで起こるか分かりません。本市の防災・減災対策をより

進めるために、これまで質問をしてきたことの進捗状況などを以下、伺いま

す。

（１） 本市の要配慮者、避難行動要支援者の範囲について

（２） 乳児を福祉避難所の避難対象者として追加することについて

   本年６月議会において、福祉避難所の避難対象者として乳児を加え

る検討を進めているとの御答弁がありましたが、進捗状況をお聞きい

たします。

（３） 意思を伝える「コミュニケーション支援ボード」の作成を

   耳の聞こえない人や外国人がイラストや文字を指して意思を伝えら

れる「コミュニケーション支援ボード」は、「トイレに行きたい」

「喉が渇いた」など、生活上の要望や健康状態を伝えられる内容がま

とめられています。災害時に言葉を交わすことが困難な方の意思表示

のために、必要であると考えますが、作成のお考えについて伺いま

す。

（４） 階段での車いす移動を助ける空気応用担架の配備を

   指定避難所や福祉避難所では、車いすを使用されている方や足の悪

い方が、階段で移動しなければならない場合があります。

    特に福祉避難所となる保健福祉センターでは、災害時にエレベー

ターが止まります。こうした方の移動を助ける空気応用担架の配備の

考えについて伺います。

※ 申し合わせ事項に留意する
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別紙                          氏 名 丸山幸子

質 問 事 項

№ ３－２

防災・減災対策をより進めるために

要

旨

（５） 災害時における本市と社会福祉協議会との連携について

（６） 災害時における本市と民間ボランティア団体との連携について

   能登半島地震発災直後から、被災地でのボランティア活動に参加さ

れた七尾市民災害支援ボランティアチーム代表の藤吉さんは、七尾市

に移住し、100 件を超える家屋の修繕を支援されてきました。活動を

する中で感じた、「公費解体の申請期間の不十分さ」などが、行政に

伝わっていないと訴えておられます。同じく一般社団法人ＯＰＥＮ

ＪＡＰＡＮ水道部隊として活動された熊谷さんは、「県外の業者がで

きる復旧工事は、各家庭の水道メーターのところまでとなっており、

その先は、各個人負担でそれぞれの自治体で業者が決まっているため

手が出せないといった水道法の壁に当たり、復旧工事が進まない」と

訴えておられました。被災地で活動される様々なボランティア団体

は、まさに被災の現場を見て、被災者の声を聴き課題を感じておられ

ます。しかし、その声は、行政との連携が取れていないため、届かな

い状態が浮き彫りになりました。

    こうした事態を避けるため、信頼できる民間ボランティア団体との

間で、行政と連携を図ることは重要であると考えます。実際、穴水町

では、行政と社会福祉協議会と民間との間で連携がなされ、情報の共

有と課題の検討が定期的に行われるなど、うまくいった好事例とされ

ています。

   本市における災害時の民間ボランティア団体との連携について伺い

ます。

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                          氏 名 丸山幸子

質 問 事 項

№ ３－３

防災・減災対策をより進めるために

要

旨

（７） 被災者支援カードの作成を

   能登半島地震の被災地でボランティア活動をされた本市社会福祉協

議会の職員の活動報告の中で、国や県、それぞれの自治体の助成金や

支援内容を一覧にした「被災者支援カード」がとても役に立ったとの

お話がありました。これは、ある弁護士さんが作られたものでした

が、こうした支援内容が一覧になっている情報は被災者の方にとって

とても分かりやすいものであると感じます。災害発生時は様々な情報

が飛び交い、混乱し、復興への足かせになってしまいます。

   災害の規模や被害の程度、時期によって使える支援制度は変わって

きますが、罹災証明の発行とともに、こうした支援内容を一覧にした

「被災者支援カード」が復興への第一歩になります。「被災者支援

カード」作成についてのお考えを伺います。

※ 申し合わせ事項に留意する。
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別紙                          氏 名 丸山幸子

質 問 事 項

№ ４

手話言語条例の制定を

要

旨

９月 23 日は、「手話言語の国際デー」であり、「手話の日」と定められて

います。「手話は私たちの大切な言語」と当事者たちが 10 年以上にわたり訴

え続けてきた運動によって、本年６月 18 日「手話に関する施策等の推進に関

する法律」いわゆる「手話施策推進法」が衆院本会議で可決、成立し、６月

25日施行されました。

「手話施策推進法」のポイントは、手話の普及に向けた施策を国と自治体

の責務と明記され、習得や使用に関する合理的配慮が行われる環境を整備す

るなどとされていることです。

手話言語条例については、令和５年 12 月議会において、我が会派の片渕議

員が取り上げ、「全ての人が互いに人格を尊重し、支え合いながら生きる

“地域共生社会”、これを実現するための手段として、新たに条例を制定す

ることがよいのか、ほかの手段も考えられるのか、先行自治体の例の調査研

究を進める中で判断してまいりたい」と御答弁いただいています。

「手話施策推進法」が成立した今だからこそ、手話言語条例を制定すると

きであるかと思いますが、お考えを伺います。

※ 申し合わせ事項に留意する。


